
第６章 みんなでつくる環境首都

第１節 県民による自主的な環境保全行動の促進

（１）各主体の自主的な取組の促進

今日の環境問題の解決には，あらゆる主体がそれぞれの責務と役割に応じて，相互に協力・連携しな
がら，自主的，積極的に環境の保全に取り組むことが重要です。地球温暖化問題など環境問題の解決に
は，企業，県民，ＮＰＯ，高等教育機関など様々な主体の各々が対策を推進する必要があります。特に
資金や人材ネットワークの点で事業や活動の実施が困難な中小企業やＮＰＯに対しては，国の支援制度
等の活用や，関係する研究者･技術者の紹介など，プロジェクトの構想段階から支援していく必要があ
ります。
事業者の自主的な取組みとしては，環境マネジメントシステムの国際規格であるISO14001や環境省が

策定したエコアクション21の認証取得が県内の事業者で進んでいます。ISO14001については，令和２年
１月現在，51事業者（（公財）日本適合性認定協会のホームページによる）が認証取得しており，エコア
クション21については，令和２年１月現在，178事業者（（一財）持続性推進機構のホームページによる）
が認証取得しています。
また，県民に対しては，地球環境保全行動に対する意欲を高めるため，「徳島県脱炭素社会の実現に向

けた気候変動対策推進条例」では，４月22日を「徳島県地球環境を守る日」とするとともに，県民に対し
てエコドライブの呼びかけやフロン対策の情報提供を行うなど，環境保全に関する普及啓発を積極的に行
うことにより，持続可能な社会の実現を目指すこととしています。
今後も，事業者の人材養成研修やアドバイザーの派遣を行い，県内中小企業の自主的な環境保全活動

を支援するほか，県としても率先して環境保全行動を推進します。

（２）パートナーシップによる環境保全活動の促進

本県では，徳島県環境基本条例の基本理念を踏まえ，平成12年１月にとくしま環境県民会議が設立さ
れました。ストップ温暖化部会，クリーン・リサイクル推進部会の２つの部会を中心に，県民・事業者
・行政の各主体が連携し，それぞれの役割に応じて環境負荷の低減に向けた取組みを推進しました。部
会は，令和２年度に各１回開催し，プラスチックごみの削減等をテーマに意見を交換しました。

とくしま環境県民会議総会
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また，団体や企業がボランティアで地元の道路や河川，公園などの清掃活動を行うアドプト・プログ
ラム制度が定着し，令和２年度末現在，吉野川や那賀川など，県内で，766団体，延べ約3万6千人が参
加登録し，活動を行っています。今後も，アドプト・プログラムの活動が促進されるよう，普及啓発に
努めます。

場所 団体数 登録人数(人) コーディネーター

吉野川 131 13,539 吉野川交流推進会議

那賀川 23 809 アドプトネットワー

ク那賀川

県管理道路 336 7,158 徳島県県土整備部

道路整備課

県管理河川 67 2,612 徳島県県土整備部

河川整備課

港湾 20 1,066 徳島県県土整備部

運輸政策課

公園 10 321 徳島県県土整備部

都市計画課

国管理道路 116 4,416 国土交通省

徳島河川国道事務所
県内の主なアドプト・プログラムの実施状況 フラワーアドプト

近年の国等の施策や支援制度においては，産学民官の連携したコンソーシアムでの取組を行うことが
求められています。このため，特に地球温暖化対策において，徳島県地球温暖化防止活動推進センター
や高等教育機関と連携し，コンソーシアムの設置等の支援を行いました。

指 標 基準値 現状値 目標値
年度 数値 （2020（令和2）年度） 年度 数値

エコカレッジスクール受講者数 － － 311人 2022年度 150人

第２節 広域的な環境保全

（１）多様なネットワークによる取組の推進

平成22年12月，２府５県（滋賀県・京都府・大阪府・兵庫県・和歌山県・鳥取県・徳島県）が結集
し，複数府県により構成する全国初の広域連合として，関西広域連合が発足しました。（現在は奈良県，
京都市，大阪市，堺市，神戸市の１県４市も加わっています。）
関西広域連合では，連合のスケールメリットを活かして広域的な課題などに取り組んでおり，中でも

広域環境保全分野においては「温室効果ガス削減のための広域取組」，「府県を超えた鳥獣保護管理の取
組」，「関西広域環境保全計画の策定・推進」など，様々な取組を展開しました。
また，四国４県においても，連携して共通の課題に取り組むため，「四国地球温暖化対策推進連絡協

議会」では，クールビズのポスター図案の募集など連携した普及・啓発活動に取り組むとともに，４県
にある国の地方支分局やエネルギー関係者，経済団体などで構成する「四国地域エネルギー・温暖化対
策推進会議」では産学民官での取組などを推進しました。
更には，兵庫県と連携し，大鳴門橋を挟んだ淡路側と鳴門側のインターチェンジ出入口付近等で，産

業廃棄物運搬車両の合同検問を実施しました。
このように，環境問題の中には，府県市の枠を超えて広域的な取組を進めることで，より高い効果が

得られることもあり，本県ではこうした広域的に連携した取組を進めているところです。

-47-



クールビズ・ウォームビズポスター

第３節 開発における環境配慮の実施

（１）環境影響評価体制の整備

大規模な開発事業に伴う環境悪化を未然に防止し，持続可能な社会を構築していくため，事前に環境へ
の影響を事業者が自ら評価し，環境保全に配慮するしくみとして環境影響評価（環境アセスメント）の制
度があります。
平成９年６月に成立した「環境影響評価法」では，道路，ダム，鉄道，空港などの13種類の事業を対象

としており，湛水面積100ha以上のダム建設，面積50haを超える公有水面埋立など，規模が大きく環境
に著しい影響を及ぼすおそれのある事業を「第１種事業」と定め，環境アセスメントの手続を必ず行うこ
ととしています。
本県においても，「徳島県環境影響評価条例」の規定に基づき，工場・事業場や畜産施設の設置，下

水道終末処理場など法対象事業外の７事業も含め20種類を対象としています。また，事業規模につきま
しても法に比べ小規模なものまで対象としており，対象となる事業を幅広くとらえ制度の充実を図りま
した。
なお,令和２年４月１日，環境影響評価法の対象事業に太陽電池発電所が追加されたことを踏まえ，本

県においても，条例規則の改正により対象事業に追加しております。

「環境影響評価条例のあらまし」パンフレット

また，「環境影響評価法」及び「徳島県環境影響評価条例」における対象事業の規模よりも小規模な
事業についても，県土整備部所管の公共事業や農林水産部所管の農業農村整備事業では，調査・計画段
階から，「徳島県公共事業環境配慮指針」や「徳島県田園環境配慮マニュアル」に基づいた環境配慮へ
の取り組みを進めており，この一環として環境の専門家からなる第三者機関として設置している「土木
環境配慮アドバイザー」や｢徳島県田園環境検討委員会｣に指導・助言を求め，環境に配慮した事業の推
進に取り組んできました。

-48-



指 標 基準値 現状値 目標値
年度 数値 （2020（令和２）年度） 年度 数値

自然環境調査に基づく事業計画策定地区数（累計） 2017年度 61地区 71地区 2022年度 66地区

さらに，民間の事業者が実施する大規模開発については，環境アセスメントの対象事業でない場合に
も，徳島県土地利用指導要綱に基づき，地域環境への配慮等を実施しました。
今後も国の動向を踏まえ，本県の特性に応じた適切な対策を講じていきます。

＜令和２年度の実績＞
・「土木環境配慮アドバイザー」の助言・意見を受け，環境に配慮した公共事業を推進。
・田んぼの学校等の環境学習の開催日数 ６日

第４節 環境保全に関する調査研究及び情報発信の充実

（１）調査研究の推進

多岐にわたる環境課題に対応するため，本県では，保健製薬環境センター，工業技術センター，農林
水産総合技術支援センターの試験研究機関において，独立行政法人や大学等の研究機関との連携・協力
を図りつつ，県内の環境の監視・測定，環境への負荷の低減に向けた様々な研究や技術開発を行いまし
た。
保健製薬環境センターでは，令和２年度に，大気中の水銀濃度の実態調査や沿岸海域における有機物

及び窒素化合物の生分解性調査を実施し，環境施策の推進に資することを目的とした，きめ細かな環境
データの取得に向けた取組みを加速させました。
工業技術センターでは，令和２年度に，LED製品性能評価体制を活用した消費電力の少ないLED照明

器具などの開発支援，工業用地下水の成分分析や水溶性残塗料の除去に関する技術開発，食品残渣を活
用した新しい製品開発など，環境に対して直接的・間接的に影響を及ぼす様々な分野での取組みを行い
ました。
農林水産総合技術支援センターでは，令和２年度に，農業において化学農薬や化学肥料の使用を低減

する技術の開発などに取り組みました。
また，高等教育機関及び徳島県地球温暖化防止活動推進センターにより，国の支援制度等を積極的に

活用し，環境研究や環境・エネルギー技術開発に関する研究，あるいは製品開発に関する共同化を推進
しました。

今後も，県内の環境の継続的な監視・測定を行うとともに，環境問題の原因の解明や，リサイクル技
術等の開発に向けて研究機能の強化や高度化を図り，県立試験研究機関の連携はもちろんのこと，産学
官の連携を効果的に行うなど，環境保全に関する調査・研究体制の充実に努めます。

保健製薬環境センター 工業技術センター

（２）環境情報提供の充実

本県においては，従来より，ホームページや広報誌による環境情報の提供のほか，環境白書を始めとし
た刊行物や各種パンフレット類を作成し，種類に応じて各地の図書館に配布するほか県や市町村の窓口及
び担当部局に配備するなど様々な方法を用いて環境情報の提供に努めています。
また，環境に関する各種の情報を取りまとめた「とくしまの環境」をホームページ上に開設し，各種
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の環境情報を早く，分かりやすく提供することに努めています。

とくしまの環境ホームページ

さらに，県民の方々から寄せられた種々の環境情報についても集計・分析し，環境行政の推進に活用
していきます。

＜令和２年度の実績＞
・徳島県立保健製薬環境センター試験研究評価委員会を開催，試験研究課題評価を実施（年１回）
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